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時間：2015 年 8 月 1 日(土) 13 時 30 分～ 
場所：京都大学国際科学イノベーション棟シンポジウムホール 












な手段としての M&A の有効性を詳解いただく。 
 
司会  京都大学大学院経済学研究科 准教授 曳野孝 
13:30-13:40 
挨拶：京都大学大学院経済学研究科 研究科長 教授 岩本武和  
13:40-14:40 
講演：ボストンコンサルティンググループ日本代表 御立尚資  
「 ビジネスモデルイノベーション-日本の製造業とサービス産業の将来像- 」          
14:40-15:40 
講演：インテグラル代表取締役パートナー  佐山展生 





















































































飲み方に詳しいよ。 まず、来店客は 40 歳より若い人、高年者は殆ど来ませ
ん。男性より女性が圧倒的に多い。ラテを注文する人が多い。ブラックで飲ん
でいる人はごく少数です。 
 サイズはトールサイズ（注：中国には日本の S に相当するサイズがない。L
がトールサイズで、その上にグランデがある）が主流。価格はレギュラーのト

















にコンビニコーヒーを販売している。一杯 12 元（約 240 円）、カフェラテは




















「アクト オブ キリング」：「ルック オブ サイレンス」（インドネシア：9/30 事件を描いた 2 部作）          
＋ 読後雑感：「東ティモールの成功と国造りの課題」  









































































深く考えてみることが必要なのではないか。9.30 事件から 50 年余、アジア通
貨危機から 20 年弱、華人たちは「30 年周期危機説」を、今いかに考えている
のだろうか？ 
1．鑑賞後雑感：「アクト オブ キリング」・「ルック オブ サイレンス」 （インドネシア：9／30 事
件を描いた 2 部作）   
数週間前、朝の NHK で、インドネシアで 1960 年代に起きた虐殺をテーマ
にしたドキュメンタリー映画「ルック オブ サンレンス」が、7 月に日本で
公開されるというニュースが流された。またその作品は、2 年前に作製された
「アクト オブ キリング」の姉妹作であるという。私はさっそく「アクト オ
ブ キリング」の DVD を取り寄せて観てみた。また映画館に足を運び、「ルッ































































2．読後雑感：「東ティモールの成功と国造りの課題」花田吉隆著  創成社  2015 年 6 月 20
日 
副題：「国連の平和構築を越えて」    
帯の言葉：「アジアの最貧国から ASEAN 加盟へ向けた挑戦！」 
東ティモールという国は、あまりメディアにも登場せず、一般に日本人は
あまり大きな関心を示さない国である。たしかに、東ティモールは人口 100
万強、面積 1 万 5 千平方キロ弱の小さな国である。しかし、著者の花田氏



































化し、30 万人とも言われる死者を出し、90 万人の人口が 60 万人に減った。
1999 年、国連が PKO 活動を開始、2002 年大統領選挙、2005 年国連活動規

























































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2 年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2013 年 7.7 9.7 11.4 2.6        14.1 
5 月  9.2 12.9 2.1 19.7 204 0.9 -0.1 -14.4 0.3 15.8 14.5 
6 月 7.5 8.9 13.3 2.7 19.9 271 -3.3 -0.9 -17.3 20.1 14.0 14.1 
7 月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8 月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9 月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
10 月  10.3 13.3 3.2 19.2 311 5.6 7.5 -8.2 1.2 14.3 14.1 
11 月  10.0 13.7 3.0 17.6 338 12.7 5.4 -9.3 2.3 14.2 14.2 
12 月 7.7 9.7 13.6 2.5 17.2 256 4.3 8.6 -3.4 -42.6 13.6 14.1 
2014 年             
1 月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2 月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3 月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4 月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5 月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6 月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7 月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
8 月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9 月 7.3 8.0 11.6 1.6 11.5 310 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
10 月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
11 月  7.2 11.7 1.4 13.4 545 4.7 -6.7 -8.6 22.2 12.0 13.4 
12 月 7.3 7.9 11.9 1.5 12.6 496 9.5 -2.3 6.1 10.3 11.0 13.6 
2015 年             
1 月    0.8  600 -3.3 -20.0 2.2 -1.1 10.6 14.3 
2 月    1.4  606 48.3 －20.8 49.8 0.1 11.1 14.7 
 3 月 7.0 5.6 10.2 1.4 13.1 31 -15.0 -12.9 0.3 1.3 9.9 14.7 
4 月  5.9 10.0 1.5 9.6 341 -6.5 -16.4 2.9 10.2 9.6 14.4 
5 月  6.1 10.1 1.2 9.9 595 －2.4 －17.7 －14.0 8.1 10.6 14.3 
6 月 7.0 6.8 10.6 1.4 11.6 465 2.8 －6.3 4.6 1.1 10.2 14.4 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
